
『うっかり忘れてしまいがちな』令和7年下期以降に施行される民法や税法

名称 施行日や期間 要件等 内容

令和7年分合計所得

の基礎控除見直し
令和7年12月1日から ー

132万円以下         ：  95万円（改正前：48万円）

132万円超336万円以下  ：  88万円（令和9年分以後は58万円）（改正前：48万円）

336万円超489万円以下  ：  68万円（令和9年分以後は58万円）（改正前：48万円）

489万円超655万円以下  ：  63万円（令和9年分以後は58万円）（改正前：48万円）

655万円超2,350万円以下 ：  58万円（改正前：48万円）

給与所得控除の見直し 令和7年12月1日から ー
現行額：55万円

改正後：65万円

特定親族特別控除（仮称）

の創設
令和7年分以後

以下の条件を満たす親族：

①年齢19歳以上23歳未満

②居住者と生計を一にしている

③合計所得金額が58万円超123万円以下

④配偶者や事業専従者（青色・白色）は除く

⑤里子も含まれる

①居住者が該当する親族（特定親族）を扶養している場合、最大63万円の所得控除を受けられる

②令和8年1月以降、以下の条件で源泉徴収時にも控除が適用される

給与  ：親族の所得が58万円超100万円以下

公的年金：親族の所得が58万円超85万円以下

住宅ローン減税 令和7年末まで
子育て世帯（18歳以下の子がいる世帯）および若者夫婦世帯（夫

婦のいずれかが39歳以下の世帯）

住宅の種類と住宅ローン控除の借入限度額

長期優良住宅・低炭素住宅	：5,000万円

ＺＥＨ水準省エネ住宅	  ：4,500万円

省エネ基準適合住宅	   ：4,000万円

生命保険料控除の見直し 令和8年分から 23歳未満の扶養親族を有する納税者

年間の新生命保険料	        控除額（令和8年分より）

30,000円以下	         新生命保険料の全額

30,000円超60,000円以下     新生命保険料 × 1/2＋15,000円

60,000円超120,000円以下   新生命保険料 ×1/4＋30,000円

120,000円超	          一律60,000円

防衛特別法人税（仮称）

の創設

令和8年4月1日以後に開

始する事業年度から
ー

法人税額に対し、税率4％の付加税

対象法人には年500万円までの控除措置が設けらる

セキュリティ・

クリアランス制度の導入
令和7年5月16日 ー

(a) 重要な経済安全保障情報の選定

行政機関の長は、機密性の高い国家レベルの情報の中から、経済安全保障上重要とされる情報を「重要経済安保情報」として明確に区分する。

(b) 情報の管理体制と提供手続き

この情報を扱う企業等は、一定の基準を満たす「適合事業者」として認定される必要があり、情報を保持する行政機関との間で正式な契約を結ぶことが求められる。

また、情報管理のための適切な体制の整備が義務付けられ、情報を実際に扱う従業員等には事前の適性審査が実施される。

(c) 情報漏えいに対する措置

万が一、指定された重要情報が漏えいした場合には、関係者に対して厳しい罰則が科される仕組みとなっている。

働き方の柔軟化措置および個

別の周知・意向確認義務

の新設

令和7年10月1日 3歳以上小学校就学前の子を養育する労働者

職場のニーズに応じた柔軟な働き方を実現させるための措置を講じることが義務付けられた

以下の5つの中から事業主が2つ以上選択する

①始業時刻の変更 ②テレワーク ③短時間勤務 ④新たな休暇の付与 ⑤その他、働きながら子を養育しやすくするための措置

これらの措置について対象労働者への個別の周知および意向確認も義務付けられる

妊娠・出産の申し出に対す

る、仕事と育児の両立に

関する意向聴取・配慮

の義務化

令和7年10月1日

①労働者が本人または配偶者の妊娠・出産等を申し出たとき

②労働者の子が3歳の誕生日の1か月前までの1年間

「育児休業後の復帰時」や「労働者から申出があった際」等にも

実施することが望ましい

意向聴取の方法は、面談や書面の交付等により行う必要がある

①勤務時間帯（始業および終業の時刻）

②勤務地（就業の場所）

③両立支援制度等の利用期間

④仕事と育児の両立に資する就業の条件（業務量、労働条件の見直し等）

教育訓練休暇給付金の創設 令和7年10月1日

雇用保険被保険者

被保険者期間が５年以上あること

教育訓練のための休暇（無給）を取得すること

教育訓練に専念するために仕事から離れる場合に、その訓練期間中の生活費を支援する仕組み

教育訓練を受けるための休暇を取得した場合に、基本手当に相当する給付として、賃金の一定割合を支給する教育訓練休暇給付金を創設する

・離職した場合に支給される基本手当の額と同じ。

・給付日数は、被保険者期間に応じて90日、120日、150日のいずれか

65歳までの雇用確保

の完全適用

令和7年4月1日以降は、

希望者全員を継続雇用制

度の対象としなければな

らない

ー

高年齢者の雇用を安定させるための法律に基づき、企業が65歳までの雇用を確保する施策の一環として継続雇用制度を採用する際には、基本的に全ての希望者を対象とす

る必要がある。

ただし、過去に特定の条件下で労使間の合意により、制度の対象者を限定する基準を設けていた場合（2013年3月31日までに締結されたもの）、一定の猶予措置が適用

されていた。この猶予措置は、限定的な対象設定を一時的に認めるものでしたが、今後は原則通り全員を対象とする対応が求められる。

建設業労働者の処遇改善

・働き方改革・生産性向上
令和7年12月13日 ー

①労働者の処遇改善（賃金引上げ）

②資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止

③働き方改革と生産性向上（労働時間の適正化・現場管理の効率化）
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